様式１用

臨床研究の利益相反に関する自己申告書　作成要領

◇申告にあたっての留意事項

　本申告書は，社会一般から「申請する臨床研究」（以下，当該臨床研究）の妥当性等に疑念を抱かれることのないようにするためのものです。

　また，社会一般から教員等に対して当該臨床研究の利益相反に係る疑念等が向けられた場合は，本申告が行われていることにより，組織として説明責任を果たす（教員等を守る）ことができます。

　これらを踏まえ，適切な申告をお願いします。

◇申告が必要な者，対象者，対象期間：

　本申告書は，当該臨床研究の研究代表者，及び研究従事者が，研究者1名ごとに1部作成してください。

　申告の範囲は，研究者とその家族（申請する研究者の配偶者，及び生計を一にする親族）が対象となります。

　また対象期間は，研究開始予定月から過去1年間となります。

◇提出先，提出方法等：

提出先　：治験事務局

　　　　　

提出媒体：紙 

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

所属・職　氏名：

　申告者の所属部局（診療科），氏名を記入し，押印（自署の場合は不要）してください。
臨床試験課題名：
　申請する臨床研究の課題名を記入してください。
１．当該臨床研究に使用する研究経費について：
　当該臨床研究において使用する研究経費すべてにチェックを付けてください。
　また，科学研究費補助金については，文部科学省，厚生労働省等の別もチェックしてください。
　更に，文部科学省科学研究費補助金の場合は，研究種目の別も記載してください。

【補足】
	科学研究費補助金　・・・
	日本学術振興会の科学研究費補助金は「文部科学省」を選択してください。
「文部科学省」を選択した方は，研究種目（特定，基盤S等）を記入してください。

	奨学寄附金　　　　・・・
	委任経理金（旧称）のこと。但し，寄附講座予算を含まない（寄附講座予算は「その他（３）」）

	その他（１）　　　・・・
	環境省などの省庁における科学研究費補助金等のこと。

	その他（２）　　　・・・
	上記に含まれない一般経費（例．運営費交付金，科学技術振興調整費，COE等経費　等）を利用している場合にチェックし，その名称等を記入してください。

	受託研究費　　　　・・・
	国立大学法人千葉大学受託研究取扱規程に基づき受託研究契約を締結して受け入れている経費のこと。
研究代表者名，相手（契約）先機関の名称も併せて記入してください。

	共同研究費　　　　・・・
	国立大学法人千葉大学共同研究取扱規程に基づき民間等との間で共同研究契約を締結して受け入れている経費のこと。
研究代表者名，相手（契約）先機関の名称も併せて記入してください。

	その他（３）　　　・・・
	上記以外で企業等から研究を委託されて受け入れた研究経費を利用する場合に選択してください。この研究費を利用する場合は，受け入れた経費等の名称等も記入してください。
なお，寄附講座における奨学寄附金もこの項目となります。


	
	※　民間等から大学を介さずに個人等に対して，直接に経費が振り込まれることや，現物の支給を受けることは禁止されています。


２．当該臨床研究に関わる企業・団体等との関係について
　当該臨床研究に関わる企業・団体等との関係の有無を，下記のAからEについて回答してください。
　なお，下記設問の「年間」は，研究開始予定月から過去1年間を指します。
　また，下記設問中で「有」にチェックを付した場合は，様式２の提出も必要となります。

Ａ　当該臨床研究に関係する外部活動について

　当該臨床研究に関わる企業・団体等からの依頼等による大学外での活動の有無について回答してください。但し，この活動に診療活動，公的活動（公務等）は含みません。

外部活動の例：役員，顧問，コンサルタント，委員会委員等，企業・団体等の役職者として，アドバイザーの役割を果たしている場合に該当
外部活動にあたらない例：学会の座長・招待講演講師，病院等の非常勤医師，学校の非常勤講師，

産業医，大学職員としての活動(出張，研修)　等

Ｂ　当該臨床研究に関係する一企業・団体等からの年間150万円以上の収入について

　当該臨床研究に関わる企業・団体等から，一企業・団体等あたり年間150万円以上の収入を得ているかについて回答してください。但し，この収入に診療報酬，学校の非常勤講師料は含みません。

企業・団体等からの収入例：依頼された執筆活動，学術指導，検討会委員，査読委員，

講演会講師（学会において企業・団体等が関係するセミナー等の講師含む）　等

Ｃ　当該臨床研究における年間200万円以上の産学連携活動について
　当該臨床研究に関わる企業・団体等との間で一企業あたり年間200万円以上の産学連携活動があるかについて回答してください。

　なお，年間200万円以上とは，研究開始予定月より過去1年の間に，関係する一企業・団体等との間で行った下記の産学連携活動で発生した受入れ等金額の合計額です。

産学連携活動の例：

共同研究，受託研究，奨学寄附金の受入れ，コンソーシアム，実施許諾・権利譲渡，技術研修，委員等の委託，依頼出張，客員研究員・ポスドクの受入れ，依頼試験・分析，物品購入等
Ｄ　当該臨床研究に関係する産官学連携活動の相手先のエクイティの保有について
　当該臨床研究に関わる企業・団体等のエクイティの保有について回答してください。

エクイティの例：

株式(発行済総株式数の5%以上の場合)，出資金，ストップオクション，受益権　等　（いずれも公開・未公開を問わず全て）
Ｅ　当該臨床研究における寄附講座との関連について
　当該臨床研究が，学内外の寄附講座に関わっているかについて回答してください。

寄附講座に関わっている例：

研究組織に寄附講座所属の研究者がいる　，　寄附講座が所有する設備等を利用して研究を行う　等

